
１　総括

(1) 人件費の状況 （普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況 （普通会計決算）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成17年4月1日現在の人数である。

(3) 特記事項

平成17年10月1日に旧武生市及び旧今立町の合併により越前市発足

(4) ラスパイレス指数の状況 （平成18年4月1日現在）

（注）1  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
　　　2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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別紙３

84,434

　　　　　　　千円人　

31,086,880

越前市の給与・定員管理等について

17年度

（参考）歳出額　
　　　　　　Ａ

一人当たり

4,188,270

期末・勤勉手当職員手当

1,113,296

千円千円人

(H18)
97.4(H18)

96.8

(H18)
100.8

90

95

100

105

越前市 類似団体平均 全国市平均

1



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 （平成18年4月1日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 円

歳 円

　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成18年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　
　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再
　　　　計算したものである。
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46.0

54.3

278,210

309,505 354,311

385,721

398,153

平均給与月額

439,819福 井 県

越　　前　　市

　うち学校給食員

　うち用務員

類　似　団　体

2



（2) 職員の初任給の状況 （平成18年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （平成18年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円該当なし該当なし

該当なし該当なし

該当なし

越 前 市
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国福 井 県

176,800 170,200
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－
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区　　　　分
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況 （平成18年4月1日現在）

（注）１　越前市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名である。

  

　 （注）平成18年に10級制から8級制に変更している。（旧給料表の1級及び2級並びに4級及び5級をそれぞれ統合）　
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8.7
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　　　　　　　　人
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　　　　　　　　％　　　　　　　　人

100

29

　　　　　　　　人

99

35

7.2

75

　　主幹　

24.6
　　主幹

　　　　　　　　人

標準的な職務内容

　　　　　　　　％
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（2) 昇給期間短縮の状況

　

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（17年度支給割合） （17年度支給割合） （17年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　・役職加算5～20％ 　　・役職加算5～20％ 　　・役職加算5～20％

　　・管理職加算15～25％ 　　・管理職加算10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当 （平成18年4月1日現在）

 （支給率）　　　　　　　  （支給率）　　　　　　　

 勤続20年 月分 月分  勤続20年 月分 月分

 勤続25年 月分 月分  勤続25年 月分 月分

 勤続35年 月分 月分  勤続35年 月分 月分

 最高限度額 月分 月分  最高限度額 月分 月分

 その他の加算措置   定年前早期退職特例措置  その他の加算措置   定年前早期退職特例措置

 1人当たり平均支給額　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成17年度に退職した職員に支給された平均額である。

1.6

33.5

47.5

59.28

 　（2%～20%）

41.34

越　　前　　市

3.0

国

3.0 1.45

１人当たり平均支給額（17年度）

1.45

―
1,852

0.751.6 0.75

59.28

59.28

30.55

比　　　　　　　　　　　率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

16年度

1,759

勧奨・定年

3.0 1.45

自己都合

1.6

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　人

14.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　　　　　人

比　　　　　　　　　　　率

職 員 数

普通昇給期間（12～24月）を

区　　　　　　　　　　　　分

14.9

748

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

112

　　　　　　　　　人

１人当たり平均支給額（17年度）

普通昇給期間（12～24月）を

716

107
短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　％

33.5

47.5

全　職　種

勧奨・定年

職 員 数

0.75

越　　前　　市

17年度

福　　井　　県

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

自己都合

国

23.5

59.2859.28

1,275

30.55

26,712

23.5

 　（3%～30%）

41.34

59.28
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 (3) 地域手当 （平成18年4月1日現在）

支給実績なし

 (4) 特殊勤務手当 （平成18年4月1日現在）

千円

千円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

11.3

48 支給職員1人当たり平均支給年額 （17年度決算）

3,959 支給実績 （17年度決算）

 職員全体に占める手当支給職員の割合 （17年度）

 支給実績 （16年度決算）

 職員1人当たり平均支給年額 （17年度決算）

 支給実績 （17年度決算）

手当の名称 左記職員に対する支給単価

 日額200円

 手当の種類 （手当数）

98,615

 職員1人当たり平均支給年額 （16年度決算）

 税務手当  税務職  市税の賦課に関する調査

 査察指導手当  福祉職
 福祉事務所勤務職員に対する
 査察指導

 徴収手当  税務職  市税等の徴収

 防疫等作業手当  看護・保健職  感染症患者に接する業務

133,739

 公用車の運転業務

 進修学園調理員の調理業務

 火葬手当  斎場員の火葬業務

 エックス線手当  薬剤師、医療技術職

248

176

 用地交渉等手当  一般行政職
 土地取得等、相手方との直接
 交渉業務

 下水道手当  一般行政職  下水道の清掃、点検業務

 自動車運転手当  技能労務職

 保健師手当  看護・保健職
 保健師による庁外保健指導
 業務

 日額150円

 医療従事手当  看護・保健職
 看護師、歯科衛生士、歯科技工
 士の医療業務

 日額200円

 道路上作業手当  技能労務職  道路の舗装、重機の運転業務  日額500円

 花き栽培手当  技能労務職  園芸員の花き栽培業務  日額200円

 月額5,500円

 斎場手当  技能労務職  斎場員の斎場業務  月額30,000円

 医療従事手当  医師  医師の医療業務

 進修学園調理手当  技能労務職

 技能労務職

 保育園調理手当  技能労務職  保育園調理員の調理業務

17

主な支給対象職員

 月額1,200円

 日額300円

 日額200円

 日額200円

 日額400円

 月額2,500円

 日額200円

 エックス線照射業務  日額200円

 1体あたり1,500円

 給料月額に30/100を乗じて
 得た額に50,000円を加えた額

主な支給対象業務
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（6) その他の手当 （平成18年4月1日現在）

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成18年4月1日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額）

907,000円×在職月数×0.45 19,591,200円
760,000円×在職月数×0.27  9,849,600円
663,000円×在職月数×0.23  7,319,520円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

3.3

603,300

（参考）類似団体における最高／最低額

　　（平成18年度支給割合）

給

料

760,000

663,000

907,000

異なる
・理事級：16%～15%
・副理事級：14%
・参事級：13%～10%

給 料 月 額 等

管理職手当 千円 695,092

340,000

570,000 247,000

670,000

3.3

　　－

　　－

　　－

799,000

  支給率

　　－

217,605

14,638 千円

異なる   支給区分

手　当　名

387,000

区 分

市 区町 村長

通勤手当

・借家・借間等家賃月額が21,000
　円以下の場合：家賃月額から
　10,000円を控除した額
・借家・借間等家賃月額が21,000
　円を超える場合： （家賃月額－
  21,000円）÷2＋11,000円
・最高支給限度額：27,000円
・持家：住宅の世帯主3,000円

・ 交通機関利用者（6箇月定期券
　等の価額による一括支給）
　全額支給限度額:55,000円
・乗用車等使用者
　距離区分に応じ2km：2,000円～

扶養手当

住居手当

内容及び支給単価

・配偶者：13,000円
・配偶者以外の扶養親族2人まで：
  6,000円
・配偶者の無い職員の場合、扶養
 親族のうち1人：6,500円
・その他の扶養親族：5,000円

56,142

副 議 長

備　　　　考

収 入 役

収 入 役

報

酬

市 区町 村長 　　（平成18年度支給割合）

市 区 町 村長

助 役

　　－

1,053,000

871,000

退
職
手
当

議 員

副 議 長

期
末
手
当

議 員

議 長

助 役

助 役

465,000

407,000

議 長

　　－

収 入 役

千円 67,677

293,000

591,500

556,700

33,906

443,000

91,057

千円

71,058

国の制度
との異同

支給実績
（17年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（17年度決算）

国の制度と
異なる内容

異なる
  持家
  2,500円

－同じ

在任期間毎
（支給時期）

在任期間毎
在任期間毎
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６　職員数の状況

（1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　 人

(注)１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　２　[     ]内について、平成18年は越前市の条例定数、平成17年は合併前の両市町の条例定数の合計である。

6
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部
門

下 水 道

小　　計

合　　計

そ の 他

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

交　　通

水　　道

教育部門

労　　働

[           825    ］ [     -55    ］

衛　　生

小　　計

病　　院

624

24

1

0 　－

[           770   ］

704 716

156

22

34

480

農林水産

商　　工

土　　木

民　　生

　1市1町合併56

32

59

157

22

-4

平成17年平成18年

29

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由

-2

-2

13

　1市1町合併

　1市1町合併

130

7

136

9

8



（2) 年齢別職員構成の状況 （平成18年4月1日現在）

(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）越前市行財政改革プログラムにおける定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 （各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、17年～22年の5年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

純減率純減数

人

52歳

教　　育

消　　防

計

56歳

人 人

～ ～

人人

44歳 48歳

59歳 以上

～ ～ 計

60歳

704110 54 816040

区　分

32歳

未満

～ ～

20歳 20歳

23歳 27歳

人

39歳 55歳43歳 47歳 51歳

人 人

145

　　-5 （50％）

― 71

数値目標

455

-27　-7 （26％）

―

　-1 （13％）

―

職員数
人

380

人

10

人

480 473

-1

-5

1

平成22年4月1日

31歳

155

人

35歳

職員数

職員数

　　　　　　　　　  区　　分
  部　　門

増　減

職員数

一般行政

増　減

平成17年4月1日

17年～22年

81 80

-7

1

0

計画始期

17年

職員数

増　減

716

0

18年

公営企業 職員数

等 会 計 増　減

１年目

（参考）

計

28歳

職員数

増　減

150

704

-10

0

終　期

61

人

87

24歳

職員数

計画期間
数値目標

始　期

5680

40歳

平成17年10月1日 平成21年3月31日

～
36歳

～ ～～

6.3％削減

―

2年目

　　1 （0％）

19年

45 6.3

671―

3年目

-8

671

　-12 （27％） -45-12

20年

716

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構成比

%
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７　公営企業職員の状況

(1) 水道事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成18年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

平成17年10月1日に旧武生市及び旧今立町の合併により越前市発足

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成18年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（17年度支給割合） （17年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

  職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　・役職加算5～20％ 　　・役職加算5～20％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成18年4月1日現在）

 （支給率）　　　　　　　  （支給率）　　　　　　　

 勤続20年 月分 月分  勤続20年 月分 月分

 勤続25年 月分 月分  勤続25年 月分 月分

 勤続35年 月分 月分  勤続35年 月分 月分

 最高限度額 月分 月分  最高限度額 月分 月分

 その他の加算措置   定年前早期退職特例措置  その他の加算措置   定年前早期退職特例措置

59.28 59.28 59.28 59.28

47.5 59.28 47.5 59.28

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

1,883 1,759

3.0 1.45 3.0 1.45

区　分

23.5

1.6

平均月収額

577,214

610,771

30.55

41.34 33.5 41.34

23.5 30.55

越　　前　　市

越前市 一般行政職

１人当たり平均支給額（17年度） １人当たり平均支給額（17年度）

0.75

国

1.6 0.75

団 体 平 均 44.8 376,947

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

Ａ  

17年度

区　分

　　　　千円 千円　

千円 千円

19
17年度

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

988,409

87,974 15,499

期末・勤勉手当

282,567

　　計　　Ｂ

14.1

総費用に占める

　質収支

総費用 純損益又は実

める職員給与費比率　　　　　　Ｂ／ＡＢ　

139,256

千円　

12.1

％

396,33047.0

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

人

基本給

越 前 市

一人当たり給与費

7,329

千円　　　　　千円 千円

6,97235,783 139,256

千円

　　　　給与費 　　B/A

16年度の総費用に占

（参考）市町村平均一人当たり

職員給与費比率

33.5

％
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ウ　地域手当（平成18年4月1日現在）

支給実績なし

エ　特殊勤務手当（平成18年4月1日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当 （平成18年4月1日現在）

円

円

円

円

住居手当

・借家・借間等家賃月額が21,000
　円以下の場合：家賃月額から
　10,000円を控除した額
・借家・借間等家賃月額が21,000
　円を超える場合： （家賃月額－
  21,000円）÷2＋11,000円
・最高支給限度額：27,000円
・持家：住宅の世帯主3,000円

5,071 千円 724,429

通勤手当

管理職手当
・理事級：16%～15%
・副理事級：14%
・参事級：13%～10%

同じ －

52.6

 手当の種類 （手当数） 2

 徴収手当  企業職  料金等の徴収業務  日額２００円

 職員全体に占める手当支給職員の割合 （17年度）

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

 支給実績 （17年度決算） 31

3,100 支給職員１人当たり平均支給年額 （17年度決算）

－

 時間内２００円/回
 時間外８００円/回

 企業職  水道漏水対応業務

支給職員１人当たり
平均支給年額
（17年度決算）

2,390

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
（17年度決算）

 職員１人当たり平均支給年額 （16年度決算） 196

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との
異同

・配偶者：13,000円
・配偶者以外の扶養親族2人まで：
  6,000円
・配偶者の無い職員の場合、扶養
 親族のうち1人：6,500円
・その他の扶養親族：5,000円

同じ扶養手当

・ 交通機関利用者（6箇月定期券
　等の価額による一括支給）
　全額支給限度額:55,000円
・乗用車等使用者
　距離区分に応じ2km：2,000円～

主な支給対象職員手当の名称

316

 支給実績 （16年度決算）

 支給実績 （17年度決算） 3,800

 職員１人当たり平均支給年額 （17年度決算）

2,156

 出動手当

同じ － 1,000

－

52,632

千円 125,789

千円

28,842548 千円同じ
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(2) 工業用水道事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成18年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

平成17年10月1日に旧武生市及び旧今立町の合併により越前市発足

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成18年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（17年度支給割合） （17年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

  職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　・役職加算5～20％ 　　・役職加算5～20％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成18年4月1日現在）

 （支給率）　　　　　　　  （支給率）　　　　　　　

 勤続20年 月分 月分  勤続20年 月分 月分

 勤続25年 月分 月分  勤続25年 月分 月分

 勤続35年 月分 月分  勤続35年 月分 月分

 最高限度額 月分 月分  最高限度額 月分 月分

 その他の加算措置   定年前早期退職特例措置  その他の加算措置   定年前早期退職特例措置

59.28 59.28 59.28 59.28

47.5 59.28 47.5 59.28

33.5 41.34 33.5 41.34

23.5 30.55 23.5 30.55

越　　前　　市 国

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

1.6 0.75 1.6 0.75

1,115 1,759

3.0 1.45 3.0 1.45

越前市 一般行政職

１人当たり平均支給額（17年度） １人当たり平均支給額（17年度）

団 体 平 均 43.7 368,155 563,237

越 前 市 31.0 254,375 378,750

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

2,231 9,090 4,545 6,689

　　　　　千円 千円 千円 千円
17年度

人 千円 千円

2 5,979 880

（参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費
区　分

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

％ ％

32,437 6,245 9,090 28.0 29.2
17年度

　　　　千円 千円　 千円　

16年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

区　分
総費用 純損益又は実 総費用に占める

　質収支 職員給与費比率
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ウ　地域手当（平成18年4月1日現在）

支給実績なし

エ　特殊勤務手当（平成18年4月1日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当 （平成18年4月1日現在）

円

円

円

円0 千円 0管理職手当
・理事級：16%～15%
・副理事級：14%
・参事級：13%～10%

同じ －

36 千円 18,000

通勤手当

・ 交通機関利用者（6箇月定期券
　等の価額による一括支給）
　全額支給限度額:55,000円
・乗用車等使用者
　距離区分に応じ2km：2,000円～

同じ － 74 千円 37,020

住居手当

・借家・借間等家賃月額が21,000
　円以下の場合：家賃月額から
　10,000円を控除した額
・借家・借間等家賃月額が21,000
　円を超える場合： （家賃月額－
  21,000円）÷2＋11,000円
・最高支給限度額：27,000円
・持家：住宅の世帯主3,000円

同じ －

支給実績
（17年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（17年度決算）

扶養手当

・配偶者：13,000円
・配偶者以外の扶養親族2人まで：
  6,000円
・配偶者の無い職員の場合、扶養
 親族のうち1人：6,500円
・その他の扶養親族：5,000円

同じ － 126 千円 63,000

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

 支給実績 （16年度決算） 312

 職員１人当たり平均支給年額 （16年度決算） 156

 支給実績 （17年度決算） 436

 職員１人当たり平均支給年額 （17年度決算） 218

 徴収手当  企業職  料金等の徴収業務  日額２００円

 出動手当  企業職  水道漏水対応業務
 時間内２００円/回
 時間外８００円/回

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

 職員全体に占める手当支給職員の割合 （17年度） 100.0

 手当の種類 （手当数） 2

 支給実績 （17年度決算） 6

 支給職員１人当たり平均支給年額 （17年度決算） 3,200
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